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  少子･高齢化や社会経済情勢の変化に伴い、家庭・家族の形態も変容し多様化していくなかで、奈良県民のくらしの実態を多様な家族類型の視点から明らかにし、県の施策の企画立案の基礎資料として活用することを目的に統計調査を実施した。    １．世帯の状況について （各世帯員の性別・年齢・就業就学状況等、世帯の住居、奈良県に住むようになった時期・理由等、配偶者の就業の状況） ２．生活行動について （家事・子育て・介護看護の状況、余暇・自由な時間の過ごし方の状況、家族一緒に過ごす機会の状況、買い物行動の状況） ３．別居している親戚とのつながりについて ４．地域社会とのつながりについて   （日頃の近所づきあいの状況、地域団体等への加入の状況、地域活動・地域の催し物への参加の状況） ５．家計について  （支出・収入・貯蓄・借入の状況、この１年間の家計に対する実感）    １．調査地域：奈良県全域 ２．調査対象：一般世帯 ３．調査期日：平成 21年 10 月１日 ４．抽出方法：層化２段抽出法による無作為抽出 平成 17 年国勢調査における奈良県内の調査区（10,455 調査区（約 50 世帯））をもとに、県内全市町村から無作為に 439 調査区を抽出（第一次抽出）し、次に、抽出した調査区の中から無作為に約１0千世帯を抽出（第二次抽出）し、調査対象世帯とした。  ５．調査方法：調査員が、それぞれ担当する「調査区」において一般世帯を訪問し、協力依頼の上調査票の配布を行った。また、調査期日の前後数日間の留置きの後、訪問回収する留置調査法により実施した。 ６．調査期間：①協力依頼と調査票の配布：平成 21 年９月 11 日～10月中旬             ②調 査 票 の 回 収：平成 21年 10 月３日～同月 31 日                      ※一部、11月初旬に回収した。        配布数 回収数 回収率 10,285  9,127  88.7％  

１１１１    調査調査調査調査のののの目的目的目的目的    

２２２２    調査調査調査調査項目項目項目項目のののの大系大系大系大系    

３３３３    調査調査調査調査設計設計設計設計    

４４４４    回収結果回収結果回収結果回収結果    
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 ＜市町村別の回収結果＞ 配布数 回収数 回収率 配布数 回収数 回収率奈良市 2,675 2,364 88.4% 宇陀郡 曽爾村 77 68 88.3%大和高田市 466 402 86.3% 御杖村 62 61 98.4%大和郡山市 644 577 89.6% 高市郡 高取町 65 63 96.9%天理市 494 461 93.3% 明日香村 75 68 90.7%橿原市 857 745 86.9% 上牧町 175 137 78.3%桜井市 376 341 90.7% 王寺町 169 154 91.1%五條市 248 215 86.7% 広陵町 177 149 84.2%御所市 222 191 86.0% 河合町 130 114 87.7%生駒市 719 619 86.1% 吉野郡 吉野町 78 72 92.3%香芝市 466 414 88.8% 大淀町 111 104 93.7%葛城市 209 193 92.3% 下市町 61 58 95.1%宇陀市 221 207 93.7% 黒滝村 64 58 90.6%山辺郡 山添村 69 66 95.7% 天川村 74 64 86.5%生駒郡 平群町 113 108 95.6% 野迫川村 90 59 65.6%三郷町 164 148 90.2% 十津川村 70 62 88.6%斑鳩町 189 172 91.0% 下北山村 62 62 100.0%安堵町 67 63 94.0% 上北山村 62 61 98.4%磯城郡 川西町 75 69 92.0% 川上村 75 68 90.7%三宅町 75 61 81.3% 東吉野村 75 73 97.3%田原本町 184 156 84.8%

市 町 村 名 市 町 村 名
北葛城郡

合　計 10,285 9,127 88.7%         定　　　　義単独（１人ぐらし）世帯 世帯人員が一人の世帯をいう。高齢者世帯 65歳以上の者一人のみの世帯をいう。高齢者以外世帯 高齢者世帯以外の単独（１人ぐらし）世帯をいう。核家族世帯 夫婦のみの世帯、夫婦と子の世帯又は１人親と子の世帯をいう。夫婦のみの世帯 夫婦１組の世帯をいう。高齢夫婦世帯 夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦１組の世帯をいう。高齢以外の夫婦世帯 高齢夫婦世帯以外の夫婦のみの世帯をいう。夫婦と子の世帯 夫婦１組とその未婚の子から成る世帯をいう。１人親と子の世帯 １人親とその未婚の子から成る世帯をいう。１人親と19歳以下の子の世帯 １人親とその未婚の19歳以下の子のみから成る世帯をいう。（いわゆる「母子（父子）世帯）１人親と20歳以上の子の世帯 １人親とその未婚の20歳以上の子のみから成る世帯をいう。子と親の世帯 世帯主（又は世帯主の配偶者）と世帯主の両親又は１人親（又は世帯主の配偶者の両親又は１人親）の世帯をいう。３世代（以上）世帯 世帯主との続柄が、祖父母、世帯主の父母（又は世帯主の配偶者の父母）、世帯主（又は世帯主の配偶者）、子（又は子の配偶者）及び孫の直系世代のうち、三つ以上の世代で構成される世帯をいい、それ以外の世帯員がいるか否かは問わない。その他の親族世帯 上記以外の世帯をいう。

世　帯　類　型

   

５５５５    報告書報告書報告書報告書のののの見方見方見方見方    １．本報告書において使用する世帯類型の定義は、次のとおりである。 
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  また、ライフステージ別集計の対象となる世帯は、次のとおりである。  対　象　世　帯ライフステージ１ 夫婦のみの世帯のうち、世帯主の年齢が30歳以下である世帯ライフステージ２ 夫婦と子２人の世帯のうち、長子が未就学児である世帯ライフステージ３ 夫婦と子２人の世帯のうち、長子が小学生である世帯ライフステージ４ 夫婦と子２人の世帯のうち、長子が中学生又は高校生である世帯ライフステージ５ 夫婦と子２人の世帯のうち、長子が大学生である世帯ライフステージ６ 夫婦のみの世帯のうち、世帯主の年齢が60～69歳である世帯ライフステージ７ 夫婦のみの世帯のうち、世帯主の年齢が70歳以上である世帯    ２．集計結果は、すべて小数点第２位を四捨五入しており、比率の合計が 100.0％になららないことがある。 ３．回答比率（％）は、その質問の回答者数を基数（ｎ=number of case）として算出している。 ４．図表では、コンピュータ入力の都合上、回答の選択肢を短縮している場合がある。 また、グラフにおいては比率の高い順に解答選択肢を並べ変えているものがある。 ５．本文中において使用する括弧の意味は、次のとおりである。 【 】…… 類型化された各カテゴリーの名称を表している。（例:【核家族世帯】） 「 」…… 設問で設定した選択肢を表している。（例：「現在働いている」） 『 』…… 設問で設定した選択肢のうち、集計・分析の便宜上一部統合したものを表している。（例：『近所』⇒「同じ家屋及び同じ敷地」と「近所」の統合） ６．グラフに次のような表示がある場合、複数回答を依頼した設問を表している。 MA%（Multiple Answer）＝ 回答選択肢の中からあてはまるものをすべて選択 する場合 ７．表中の数値は、上段が実数、下段が比率を表している。また、表の右肩には上段実数の単位を表している。 （例）                         世帯主の余暇・自由な時間の取得の程度   上段：世帯数  県全体 十分取れた まあまあ取れた  9,127  2,970  3,506  ←実数 100.0%  32.5%  38.4%  ←比率  ８．表中、比率が最も高い選択肢には   、二番目に比率が高い選択肢には    の色付けを行っている。また、設問によっては最も比率が高い選択肢のみ色付けを行っていることがある。  ９．平均値の算定方法は、次のとおりである。   ① 普段の買い物の際に利用する交通手段による片道所要時間（問 14） 無回答のもの及び極端に値の大きい（180分以上）ものを除いて算出している。   ② 世帯の家計（問 20～25） 無回答のものを除き、「○○円未満」の場合は０(ゼロ)と○○円の中間値、「△△～ □□円未満」の場合は△△円と□□円の中間値、「××円以上」の場合は１つ前の選択肢と同じ中間値の金額分を加算して求めた中間値を元に算出している。 ただし、費目別の１か月当たり支出額（問 21）における「××円以上」については、自由回答のうち無回答のもの及び極端に値の大きい（80 万円以上）ものを除いた平均値を当該選択肢の中間値としている。 10．本報告書は、調査結果としての事実を述べているが、本調査は標本調査であるため､本報告書を参考として考察するに当たっては、次項（６ 調査の精度）で述べる標本誤差を考慮する必要がある。 
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  本調査は標本調査であり、今回得られた結果から母集団の意見を推測することができる。この場合、標本誤差は次の式により近似値を求めることができる。      例えば、回答者総数（9,127世帯）を100％とする設問で、ある選択肢に対する回答比率が50％であったとすると、母集団（奈良県503,068世帯）における回答比率は、48.6～51.4％の間であると推測される。信頼度95％というのは、同じ方法で100回調査すれば、95回は母集団の真の値から、上式で求められた誤差の範囲内に入るということである。    一般的には、Ｎはｎより非常に大きい値と考えられるため、  すことができる。調査結果の標本誤差の範囲は、以下の(1)～(3)の標本誤差早見表のとおり求められる。  ※世帯数や人口の母集団（Ｎ）は、平成17年国勢調査結果を元に算出している。  

× Ｎ－ｎ Ｎ－１  ｎ Ｐ（100－Ｐ） ε＝±１．９６ ２ × 信頼度 95％ ε＝標本誤差 Ｎ＝母集団 ｎ＝回答者数 Ｐ＝回答比率 
Ｎ－ｎ Ｎ－１ ≒１ とみな 

６６６６    調査調査調査調査のののの精度精度精度精度    
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(1) 地域 回答の比率（Ｐ） 基数（ｎ） 10%又は 90%前後 20%又は 80%前後 30%又は 70%前後 40%又は 60%前後 50% 前後 総数 9,127 ±0.9% ±1.1% ±1.3% ±1.4% ±1.4% 奈良市 2,364 ±1.7% ±2.3% ±2.6% ±2.8% ±2.8% 大和高田市 402 ±4.1% ±5.5% ±6.3% ±6.7% ±6.9% 大和郡山市 577 ±3.4% ±4.6% ±5.2% ±5.6% ±5.7% 天理市 461 ±3.8% ±5.1% ±5.9% ±6.3% ±6.4% 橿原市 745 ±3.0% ±4.0% ±4.6% ±4.9% ±5.0% 桜井市 341 ±4.5% ±6.0% ±6.8% ±7.3% ±7.4% 五條市 215 ±5.6% ±7.5% ±8.6% ±9.2% ±9.4% 御所市 191 ±6.0% ±8.0% ±9.1% ±9.7% ±9.9% 生駒市 619 ±3.3% ±4.4% ±5.1% ±5.4% ±5.5% 香芝市 414 ±4.1% ±5.4% ±6.2% ±6.6% ±6.8% 葛城市 193 ±5.9% ±7.9% ±9.1% ±9.7% ±9.9% 宇陀市 207 ±5.7% ±7.6% ±8.8% ±9.4% ±9.5% 平群町 108 三郷町 148 斑鳩町 172 安堵町 63 生駒郡 491 ±3.7% ±5.0% ±5.7% ±6.1% ±6.2% 川西町 69 三宅町 61 田原本町 156 磯城郡 286 ±4.9% ±6.5% ±7.4% ±8.0% ±8.1% 山添村 66 曽爾村 68 御杖村 61 山辺・ 宇陀郡 195 ±5.7% ±7.7% ±8.8% ±9.4% ±9.6% 高取町 63 明日香村 68 高市郡 131 ±7.2% ±9.5% ±10.9% ±11.7% ±11.9% 上牧町 137 王寺町 154 広陵町 149 河合町 114 北葛城郡 554 ±3.5% ±4.7% ±5.4% ±5.7% ±5.8% 吉野町 72 大淀町 104 下市町 58 黒滝村 58 天川村 64 野迫川村 59 十津川村 62 下北山村 62 上北山村 61 川上村 68 

地域 

東吉野村 73 
吉野郡 741 ±3.0% ±4.0% ±4.6% ±4.9% ±5.0% 



 

 6 

(2) 性別、年代、世帯類型  回答の比率（Ｐ） 基数（ｎ） 10%又は 90%前後 20%又は 80%前後 30%又は 70%前後 40%又は 60%前後 50%前後 男性 13,766 ±0.7% ±0.9% ±1.1% ±1.1% ±1.2% 性別 女性 14,620 ±0.7% ±0.9% ±1.0% ±1.1% ±1.1% ９歳以下 2,541 ±1.6% ±2.2% ±2.5% ±2.7% ±2.7% 10～19歳 2,779 ±1.6% ±2.1% ±2.4% ±2.6% ±2.6% 20～29歳 2,853 ±1.5% ±2.1% ±2.4% ±2.5% ±2.6% 30～39歳 3,706 ±1.4% ±1.8% ±2.1% ±2.2% ±2.3% 40～49歳 3,346 ±1.4% ±1.9% ±2.2% ±2.3% ±2.4% 50～59歳 3,756 ±1.3% ±1.8% ±2.1% ±2.2% ±2.2% 60～64歳 2,379 ±1.7% ±2.2% ±2.6% ±2.8% ±2.8% 
  年  代 65歳以上 6,955 ±1.0% ±1.3% ±1.5% ±1.6% ±1.6% 単独（１人ぐらし）世帯 998 ±2.6% ±3.5% ±4.0% ±4.3% ±4.4% 核家族世帯 6,288 ±1.0% ±1.4% ±1.6% ±1.7% ±1.7% 夫婦のみの世帯 2,284 ±1.7% ±2.3% ±2.6% ±2.8% ±2.9% 夫婦と子の世帯 3,594 ±1.4% ±1.8% ±2.1% ±2.2% ±2.3% １人親と子の世帯 410 ±4.1% ±5.4% ±6.2% ±6.7% ±6.8% 子と親の世帯 410 ±4.0% ±5.4% ±6.2% ±6.6% ±6.7% ３世代（以上）世帯 1,227 ±2.3% ±3.1% ±3.6% ±3.8% ±3.9% 
 世帯 類型 その他の親族世帯 204 ±5.8% ±7.7% ±8.8% ±9.4% ±9.6%  (3) （Ｎ-ｎ）/（Ｎ-1）≒１とみなした場合  回答の比率（Ｐ） 基数（ｎ） 10%又は 90%前後 20%又は 80%前後 30%又は 70%前後 40%又は 60%前後 50%前後 ｎ＝28,500の場合 ±0.5% ±0.7% ±0.8% ±0.8% ±0.8% ｎ＝20,000の場合 ±0.6% ±0.8% ±0.9% ±1.0% ±1.0% ｎ＝15,000の場合 ±0.7% ±0.9% ±1.0% ±1.1% ±1.1% ｎ＝10,000の場合 ±0.8% ±1.1% ±1.3% ±1.4% ±1.4% ｎ＝ 7,000の場合 ±1.0% ±1.3% ±1.5% ±1.6% ±1.7% ｎ＝ 6,000の場合 ±1.1% ±1.4% ±1.6% ±1.8% ±1.8% ｎ＝ 5,000の場合 ±1.2% ±1.6% ±1.8% ±1.9% ±2.0% ｎ＝ 4,000の場合 ±1.3% ±1.8% ±2.0% ±2.1% ±2.2% ｎ＝ 3,000の場合 ±1.5% ±2.0% ±2.3% ±2.5% ±2.5% ｎ＝ 2,500の場合 ±1.7% ±2.2% ±2.5% ±2.7% ±2.8% ｎ＝ 2,000の場合 ±1.9% ±2.5% ±2.8% ±3.0% ±3.1% ｎ＝ 1,500の場合 ±2.1% ±2.9% ±3.3% ±3.5% ±3.6% ｎ＝ 1,000の場合 ±2.6% ±3.5% ±4.0% ±4.3% ±4.4% ｎ＝750の場合 ±3.0% ±4.0% ±4.6% ±5.0% ±5.1% ｎ＝500の場合 ±3.7% ±5.0% ±5.7% ±6.1% ±6.2% ｎ＝250の場合 ±5.3% ±7.0% ±8.0% ±8.6% ±8.8% ｎ＝100の場合 ±8.3% ±11.1% ±12.7% ±13.6% ±13.9% ｎ＝50の場合 ±11.8% ±15.7% ±18.0% ±19.2% ±19.6% ｎ＝25の場合 ±16.6% ±22.2% ±25.4% ±27.2% ±27.7%       
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世帯数 構成比%県全体 9,127 100.0単独（１人ぐらし）世帯 998 10.9高齢者世帯 655 7.2高齢者以外世帯 343 3.8核家族世帯 6,288 68.9夫婦のみの世帯 2,284 25.0高齢夫婦世帯 1,482 16.2高齢以外の夫婦世帯 802 8.8夫婦と子の世帯 3,594 39.4１人親と子の世帯 410 4.5男親と20歳以上の子の世帯 84 0.9男親と19歳以下の子の世帯 15 0.2女親と20歳以上の子の世帯 224 2.5女親と19歳以下の子の世帯 87 1.0子と親の世帯 410 4.5子夫婦と親 240 2.6独身子と親 170 1.9３世代（以上）世帯 1,227 13.4世帯主(配偶者)と子と親の世帯 714 7.8世帯主(配偶者)と子と孫の世帯 407 4.5他の３世代世帯、４世代以上世帯 106 1.2その他の親族世帯 204 2.2

世帯類型その他の親族世帯2.2%３世代(以上)世帯13.4%子と親の世帯4.5% 核家族世帯68.9%
単独(１人ぐらし)世帯10.9%

(n=9,127)
0.3%（29世帯）2.6%（233世帯）3.9%（360世帯）3.7%（334世帯）1.9%（174世帯）9.3%（851世帯）11.1%（1,011世帯） 67.2%（6,135世帯）

0 20 40 60 80１夫婦のみ世帯(世帯主30歳未満)　 　２夫婦と子２人世帯(長子未就学児）　３夫婦と子２人世帯（長子小学生） 　４夫婦と子２人世帯（長子中高生） ５夫婦と子２人世帯（長子大学生） ６夫婦のみ世帯（世帯主60～69歳） ７夫婦のみ世帯（世帯主70歳以上） その他の親族世帯
(%)(n=9,127)

0.0%（3世帯）0.1%（11世帯）0.3%（28世帯）1.2%（113世帯）4.6%（424世帯）10.3%（937世帯） 22.2%（2,025世帯)20.6%（1,878世帯)29.7%（2,710世帯)10.9%（998世帯）0 10 20 30 401人2人3人4人5人6人7人8人9人10人以上

(%)(n=9,127)

 (1) 世帯の属性 ① 世帯類型別              ② ライフステージ別          ③ 世帯構成人数別            

７７７７    標本構成標本構成標本構成標本構成    
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0.7%（61世帯）2.3%（211世帯）0.5%（48世帯）0.2%（22世帯）2.9%（261世帯）2.3%（210世帯）0.1%（10世帯）6.0%（547世帯）2.8%（258世帯）3.5%（320世帯）3.8%（346世帯） 50.9%（4,646世帯）24.0%（2,187世帯）0 20 40 60持ち家／一戸建又は長屋建／住宅ローン返済中持ち家／一戸建又は長屋建／住宅ローンなし又は完済持ち家／共同住宅／住宅ローン返済中持ち家／共同住宅／住宅ローンなし又は完済民間の賃貸住宅／一戸建又は長屋建民間の賃貸住宅／共同住宅都市再生機構・公社等の賃貸住宅／一戸建又は長屋建都市再生機構・公社等の賃貸住宅／共同住宅県営・市町村営の賃貸住宅社宅・公務員住宅など／一戸建又は長屋建社宅・公務員住宅など／共同住宅その他無回答

(%)(n=9,127)

無回答0.4%（116人）
女51.3%（14,620人） 男48.3%（13,766人）(n=28,502)

0.0%（6人）0.3%（76人）0.4%（114人）0.0%（6人）0.1%（28人）1.0%（271人）4.1%（1,175人）3.2%（902人）1.6%（455人） 31.7%（9,037人）25.7%（7,311人）32.0%（9,127人）0 10 20 30 40 (%)世帯主配偶者子子の配偶者孫（孫の配偶者を含む。）父母配偶者の父母祖父母配偶者の祖父母兄弟姉妹その他無回答

(n=28,502) 0.7（187人） 24.4%（6,955人)8.3%（2,379人)13.2%（3,756人)11.7%（3,346人)13.0%（3,706人)10.0%（2,853人)9.8%（2,779人)8.9%（2,541人)0 10 20 30 40 (%)0～9歳10～19歳20～29歳30～39歳40～49歳50～59歳60～64歳65歳以上無回答

(n=28,502)

④ 居住している住居の種類別                  (2) 世帯構成員の属性 ① 性別              ② 年齢別              ③ 続柄別             
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28.8%（6,862人）3.4（820人）14.5（3,467人）0.8（197人）4.0（946人）3.4（805人）2.2%（522人）2.2%（517人）2.8%（680人）11.4%（2,732人）26.5%（6,316人）0 10 20 30 40 (%)正規の職員・従業員パート・アルバイト（学生バイトを含む）契約社員、派遣社員会社などの役員雇人がいる事業主雇人がいない事業主家族従業者内職非就業の学生（予備校生・自宅浪人を含む。）非就業（学生を除く）（仕事を探している）非就業（学生を除く）（仕事を探していない）

(n=23,864)

4.1%（516人）0.2%（25人）6.4%（808人）15.5%（1,966人）2.4%（308人）2.7%（347人）3.6%（461人）3.4%（438人）8.2%（1,040人）3.6%（456人）1.6%（202人）2.2%（277人）4.4%（564人）3.4%（435人）4.3%（547人）9.2%（1,167人）7.3%（931人）6.9%（880人）8.2%（1,043人）2.4%（304人）

0 10 20 30 40農業・林業・漁業鉱業・採石・砂利採取業建設業製造業電気・ガス・熱供給・水道業情報通信業運輸業・郵便業卸売業小売業金融業・保険業不動産業・物品賃貸業学術研究・専門技術ｻｰﾋﾞｽ業宿泊業・飲食サービス業生活関連サービス業、娯楽業教育、学習支援業医療、福祉その他のサービス業公務その他無回答

(%)(n=12,715)

 ④ 就業等形態別                   ⑤ 就業者の就業先産業別                          





 

 

 


